
第３７回議会力向上会議記録（抄） 

（３０．１０．２２）   

一、協議事項について 

  正副座長より、次の事項に関し意見聴取を行い、協議の結果、下記のとおりとなった。 

（別紙各資料参照） 

１．議会報告会に係る各高等学校への協力要請の状況について（資料１参照） 

 １０月１５日から、座長を中心に市内の高等学校（２４校）に対して、議会報告会への協力要請を 

行っており、現時点（平成３０年１０月２２日現在）で９校の訪問を終え、今月末まで市内全高等学 

校の訪問を行う旨の報告があった。 

 

2．堺市議会業務継続計画（ＢＣＰ）に係る対応マニュアル策定について（資料２及び３ 参照） 

本マニュアルの策定について、集中的に議論を行ったワーキンググループ（座長：裏山議員）より

ＢＣＰ改正案の提案及び対応マニュアル案を取りまとめた旨の報告があった。 

【協議結果】 

 本件については、再度、各会派等に持ち帰って両案を検討し、次回の会議で意向等を聴取の上、協 

議することを確認した。 

  

3．議会審議の見直しについて 

前期において議論を行った正副座長たたき台案及び各会派等から提案された案も含め、以下の論点

について、各会派等の意向を聴取した。 

【正副座長たたき台案等の主な論点】 

○予算・決算審査特別委員会の審議方法について 

 ①予算・決算審査特別委員会を現在の６常任委員会単位の分科会方式から、２つの分科会 

（第１分科会・第２分科会）にまとめ、個々の議員が３つの常任委員会の所管する予算・

決算の分野を質疑できるようにすること。 

 ②決算審査特別委員会について、当初のたたき台案では会期外（１０月）の開催としてい

たが、修正後のたたき台案のとおり、現行の８月定例会の会期内の開催とすること。 

③総括質疑を１日開催（予備日をなくす）とすること。 

④予算・決算審査特別委員会と常任委員会の開催順序について、最終本会議に向けた事務

作業の平準化等を考慮し、先に予算・決算審査特別委員会の審査を行い、終了後に常任

委員会の審査を行うこと。 

⑤予算・決算審査特別委員会の質疑（分科会、総括質疑）の時間について、２４人の委員

が分科会３日間の会議時間内で質疑を行えるようにするため、答弁時間を含めて算出し

た（案１）と、答弁時間を含まないで算出した（案２）の比較。 

 

 

 

 



（案１） 

 持ち時間 運 営 

分科会（３日間） 分科会３日間で１人４０分以内とする 答弁時間を含む 

総括質疑（１日） 
各会派等の持ち時間は、「７分×会派等

構成議員数」以内とする 

答弁時間を含む 

会派においては、代

表して１人が行う 

 

（案２） 

  持ち時間 運 営 

分科会 

各会派等の持ち時間は、各分科会の審議日

（１日）ごとに、「７分×分科会会派等構成

議員数」以内とする 

答弁時間を含まない 

総括質疑 

（１日） 

各会派等の持ち時間は、「７分＋３分×会派

等構成議員数」以内とする 

答弁時間を含まない 

会派においては、代表

して１人が行う 

 

⑥討論について、本会議での討論時間と同様、1 人（会派においては代表して 1 人）２０

分以内とすること。 

○本会議における質疑について（大綱質疑） 

 ２月・８月定例会において、試行中の代表質問（会派を代表して行う「代表質問」の

場と「その他大綱質疑」を区別して設ける方法）について、試行案のとおり本格実施

するかどうか。 

 予算・決算審査を行う２月・８月定例会において、１人あたりの発言の持ち時間を答

弁時間を含めて２０分とすること。 

 ５月・１１月定例会については、現行の審議方法（「議案質疑」の場と「一般質問」の

場を区別して設ける）のとおりとするが、一人あたりの発言の持ち時間を２月・８月

定例会とあわせるかどうか。 

○委員間討議の本格実施について 

 試行時の申し合せのとおりの運用方法で本格実施するか、または試行を続けるか。 

 

【各会派等より出された主な意見】 

※下記①～⑤は前記の【正副座長たたき台案等の主な論点】の番号を示す 

大 阪 維 新 の 会 

堺 市 議 会 議 員 団 

（予算・決算審査特別委員会の審査方法について） 

①たたき台案のとおりでよい。ただし、予算・決算審査特別

委員会の２つの分科会の委員については、所属委員が責任

感を持って、１つの分科会に１年間通して所属することが

重要なのではないか。 



③現行どおり２日目を予備日として確保すべきである。 

⑤案２でよい。 

（本会議における質疑について） 

○たたき台案のとおりでよい。 

（委員間討議について） 

○長年、試行を継続しており、本格実施でよい。 

公 明 党 

堺 市 議 団 

（予算・決算審査特別委員会の審査方法について） 

①たたき台案のとおりでよい。予算・決算審査特別委員会の

２つの分科会の委員選出は各会派に任せてはどうか。 

①２つの分科会（委員数各２４人）の各会派等ごとの人数枠

は、各３常任委員会に所属する各会派等の委員数とするの

がよい。 

③質疑の持ち時間とも関連することであり、引き続き検討を

要する。また、総括質疑での会派の質疑人数を２人に絞る

など、コンパクトにすれば、１日で終了する可能性が高い

のではないか。 

⑤議員の持ち時間は保障すべきであり、案２の答弁時間を含

まない運営がよい。持ち時間については検討が必要である。 

（本会議における質疑について） 

○本会議の質疑の持ち時間は、予算・決算審査特別委員会の

分科会、総括質疑の持ち時間に関連するので、検討が必要

である。また代表質問は継続すべきである。 

（委員間討議について） 

○試行期間終了後の平成３１年度以降に本格実施してはどう

か。 

自 由 民 主 党 ・ 

市 民 ク ラ ブ 

（予算・決算審査特別委員会の審査方法について） 

①たたき台案のとおりとし、２つの分科会の所属委員は、予

算審査特別委員会と決算審査特別委員会で交代してはどう

か。また、会派内で決定することも差し支えない。 

③基本的には１日とするが、足りない場合は２日目を予備日

としてもよい。 

⑤案２の答弁時間を含まない運営でよいが、持ち時間につい

ては検討が必要である。 

（本会議における質疑について） 

○たたき台案のとおりでよい。 

（委員間討議について） 

○現状を考えると試行を継続し、改選後に議論すべきであ 

る。 



ソ レ イ ユ 堺 

（予算・決算審査特別委員会の審査方法について【別紙参照】） 

①たたき台案のとおりでよい。予算・決算審査特別委員会の

２つの分科会の委員選出は各会派に任せてはどうか。 

③現行どおり２日目を予備日とし、質疑の持ち時間について

も、現行どおりの「１３分×会派等構成議員数」（答弁時間

を含まない）とすべきである。 

⑤発言時間の短縮を前提とした議論は受け入れられない。現

行どおり１人あたり３０分以内（答弁時間を含まない・３

日間合計）とする。３０分を１０分ずつ３日間に割り振る

考え方（答弁時間を含まない）については、賛同の余地が

ある。 

（本会議における質疑について） 

○発言時間を減らすことは反対である。予算・決算審査特別

委員会での議論が充実したから、本会議の質疑時間を減ら

すという理論は理解できるが、時間を減らすだけの議論は

本末転倒である。 

（委員間討議について） 

○本格実施すればよい。但し、討議時間を４５分もしくは６

０分に拡充すべきである。 

日 本 共 産 党 

堺 市 議 会 議 員 団 

（予算・決算審査特別委員会の審査方法について） 

①たたき台案のとおりでよい。予算・決算審査特別委員会の

２つの分科会の委員選出は各会派に任せてはどうか。 

③現行どおり２日目を予備日とし、質疑の持ち時間について

も現行どおりとすべきである。また、働き方改革の観点か

ら午後５時の終了を前提に考えるのであれば、日数を増や

すことも検討してはどうか。 

⑤現行どおりの発言時間とし、持ち時間の短縮は受け入れら

れない。 

（本会議における質疑について） 

○本会議の質疑の持ち時間を減らすことには反対であり、現

行のままでよい。また現行の代表質問は必要なのか疑問で

ある。 

（委員間討議について） 

○本格実施した際に機能するのか、疑問がある。時間延長も

含めて試行を継続した方がよい。 

長 谷 川 俊 英 議 員 

①たたき台案のとおりでよい。予算・決算審査特別委員会の

２つの分科会の委員選出は各会派に任せてはどうか。 

③日数にはこだわらないが、発言時間は現行の水準を確保す



べきであり、発言時間を抑制するような改革は行うべきで

はない。 

⑤現行の１人あたり３０分以内の発言時間（答弁時間を含ま

ない）は、本市議会において伝統的に引き継がれてきたも

のであり、確保されるべきである。 

（本会議における質疑について） 

○代表質問の検証が必要である。２月・８月定例会で、代表

質問を行うことで、会派に属さない議員の発言時間まで２

０分にされるのはいかがなものか。 

また、大綱質疑以外の質疑及び質問の持ち時間は、１人１

議題２０分以内（答弁時間は含まない）としている一方で、

全議案や一般質問を含む大綱質疑については、答弁時間を

含む２０分以内とするのは論理的に整合しない。本件につ

いての本質的な議論が一切なされていない。 

（委員間討議について） 

○本格実施か試行を継続するかは、各会派等の意向に合わせ

る。現行の討議時間を１議題３０分としているのは、常任

委員会の審議を１日で終えることを前提としているからで

ある。その部分の見直しを提起すべきである。 

 

【協議結果】 

合意事項については別紙参照。なお、合意されなかった事項については各会派等に持ち帰り、次

回改めて協議を行う。 

 

４．第３８回、第３９回及び第４０回議会力向上会議の開催日時について 

 本件については、年内中に３回開催することとし、第３８回を平成３０年１１月１３日（火） 

１０時、第３９回を平成３０年１１月３０日（金）１０時、第４０回を平成３０年１２月１８日（火） 

１３時から開催することとした。 


